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M E S S A G E コロナ禍を一つのきっかけとして、世界中で
デジタルトランスフォーメーション（DX）へ
の取り組みが非常に活発化している。ところ
が、経済産業省（METI）の「DXレポート 2 」

（2020年12月28日発行）によると、日本企業の
9 割以上が、自社は「DX未着手企業（DXにつ
いて知らない）」か「DX途上企業（DXを進め
たいが、散発的な実施にとどまっている）」で
あると回答している。日本情報システム・ユー
ザー協会（JUAS）と野村総合研究所（NRI）
の共同調査（2020年 5 月「デジタル化の取り組
みに関する調査」） からも、多くの企業がデジタ
ル化推進のための活動に本格着手できていない
と考えていることが分かっている。日本企業が
こうした状況では、ますます世界から遅れをと
り、「デジタル後進国日本」の汚名を返上する
ことがかなわない。これは由々しき問題である。

ところで、そもそもDXとは何なのだろう
か。筆者が定義するDXとは、「企業が既存の強
みを活かし、デジタル時代に対応したビジネス
モデルと組織能力の変革を通じて、競争優位を
獲得・確立していくこと」となる。キーワード
は「変革」である。DXへの取り組みがなかな
か進展しないと考えている企業は、この変革を
自らの手で進められないからであると思う。

DXと企業変革のことを考察するに当たっ
て、組織論の古典的名著である『失敗の本質』

（野中郁次郎、他）をあらためて読み返してみ
た。同書の要点をごく簡単に述べると、旧日本
軍は自らの戦略と組織を環境変化に適応させる
ことに失敗した、つまり「自己革新」に失敗し
たことが崩壊の原因であるということだ。そし
て同書は、組織が継続的に環境に適応していく
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ための条件として、「自己革新組織」の原則を
列挙している。自己革新能力のある組織にとっ
て必要な条件には、①不均衡の創造、②自律性
の確保、③創造的破壊による突出、④異端・偶
然との共存、⑤知識の淘汰と蓄積、⑥総合的価
値の共有、の 6 つがある。

筆者は、日本企業がDXを推進するに当たっ
て、これらの中で「⑥総合的価値の共有」が最
も重要だと考えている。「総合的価値」は「ビ
ジョン」と言い換えてもよいかもしれない。日
本企業はビジョンなきままボトムアップ活動の
集合体になりやすく、改善活動にとどまってし
まう傾向がある。総合力を発揮し、変革につな
げるためには、組織全体の方向性をビジョンと
いう形で全員に理解させなければならない。

前述のJUASとNRIの共同調査によると、DX
推進のトップランナーとセカンドランナーおよ
びフォロワーとの間では、「デジタルビジネス
に関する戦略」策定状況の差が非常に大きいと
いう結果が出ている。デジタル戦略への対応と
いうのは、動きの速いデジタル技術の進歩や環
境変化に、いかに迅速に適応できるかが勝敗を
分ける。デジタル化の最前線で臨機応変、スピ
ーディに変化へ対応するためには、戦略やビジ
ョン、さらには世界観まで企業内でしっかりと
共有しておく必要がある。

マサチューセッツ工科大学情報システム研究
センター（MIT CISR）によると、「（企業）変
革が進まないのは、確立した習慣（企業文化）
を変えるのが難しいから」ということが最大の
理由だという。確かに日本の従来型大企業で
は、さまざまなしがらみが実に多く、長年にわ
たって培われた企業文化を変えるのは容易なこ

とではないだろう。そのため、企業変革を進め
るに当たって重要なことは、企業文化を全面的
に見直すのではなく、個々の習慣を徐々に変え
ていくことであり、最善の方法は核となる行動
様式を新たに取り入れていくことだと思う。し
たがって、従来型大企業がDXを推進していく
ためには、これまでから見れば「異端」とも思
われる価値観や人材を受け入れながら、新たな
デジタルサービスを提供する事業のみを再デザ
インすることに集中すればよい。

NRIはデジタル戦略策定やデジタル組織変
革、人材育成のコンサルティングを依頼される
機会は多いが、コンサルティングやシステム開
発にとどまらず、お客様と一緒に「変革」を実
現することを目指している。そのために、お客
様と各種のジョイントベンチャーなども組成し
て、同じ船に必要な双方の人材を乗せ、迅速に
変化対応しながら価値共創に取り組んでいる。
そして、「異端・偶然との共存」を進めるた
め、筆者が会長・CEOを務めるグループ会社
のNRIデジタルとともに、お客様に伴走してい
きたい。

日本的企業・組織はデジタル化という新たな
環境変化に対応し、自分自身を変革していくた
めに、自己革新能力を創造できるかどうかが問
われているのである。自己革新能力を高め、今
こそ「デジタル後進国日本」という汚名を返上
しようではないか。NRIグループは、微力なが
らそのお役に立てるよう鋭意努力していくつも
りである。そして今後は、企業のビジネスモデ
ルの変革にとどまらず、社会課題解決を実現す
るためのデジタル社会資本創出につなげていき
たい。	 （ますたにひろし）


